
市区町村の関与

北海道 釧路市
平成２３年度
～

昭和南６丁目
町内会

行事の告知・報告、防犯関係の事件、事故のこ
となど町内会の様々な情報をフェイスブックで
発信している。また、町内会に興味を持っても
らうためフェイスブック上で写真コンテストを
実施したり、テレビやラジオで流れない地域の
限定された情報を発信し、地域コミュニティの
強化を図っている。

無

北海道 苫小牧市 令和２年度 拓勇東町内会

町内会活動にSNSを取り入れ、町内会行事への
参加申込等に活用したほか、Web会議システム
を活用し、オンラインでの役員会を行うなどコ
ロナ禍においても、積極的に活動し、感染症対
策にも取り組んだ。

無

北海道 江別市 令和3年度
萌えぎ野自治
会

市の補助金を活用し、ノートPCやプロジェク
ター等の機材を会館に整備し、オンライン会議
システムを導入した。新型コロナウイルスの感
染拡大防止のため「密」になることなく役員会
や連絡会等が開催可能になったほか、子育て、
介護など様々な事情で外出が難しい役員が役員
会に参加可能になった。

有
江別市自治会館運営補助金（新型コロナ
ウイルス感染症対策）

(1)自治会館の運営上必要となる、感染防止
対策を講じる経費への補助
(2)補助金交付額には、上限額を設定（均等
割額20,000円/館、面積割額500円/㎡）

53千円 該当なし

北海道 登別市 令和２年度
登別市連合町
内会

登別市連合町内会の３役会における連絡手段に
ついて、「LINE」を活用。

無

北海道 石狩市 令和２年度
明乳パストラ
ルシティ町内
会

町内会会員の迅速な情報共有を目的として町内
会でホームページを開設した。

無 0

北海道 秩父別町 令和２年度
全町内会
（全町民）

防災行政無線のデジタル化により放送内容の録
音機能及び放送内容のメール配信（個人登録）
が可能となった。

有
秩父別町防災行政無線デジタル化更新工
事

防災行政無線のデジタル化により戸別受信機
を全戸に設置

177,430千円 なし

青森県 おいらせ町 不明 緑ヶ丘町内会
町内会独自でホームページを管理・運営し、会
報や地域情報発信を行っている。

無

岩手県 平泉町 令和元年度 11区町内会
町内会の活動内容をHP、Facebookを通じて広
く発信する。

無

宮城県 仙台市 令和2年度 桂連合町内会

地域ICTプラットフォームサービス「結ネッ
ト」を利用し、桂地域の諸団体や連合町内会役
員内で電子回覧板やスケジュールの共有化を行
うなど、町内の連携及び事務効率化を図ってい
る。

無

宮城県 多賀城市 平成２４年度
高橋東二区町
内会

町内会活動及び市からのお知らせなどを随時掲
載する町内会ブログを作成した。ブログへのコ
メントによる双方向のやり取りや町内会の記録
としても活用されている。

有 市民活動サポートセンター運営事業
市民活動サポートセンターが自治会・町内会
支援事業として窓口に相談に来られた町内会
長をブログの開設まで支援した。

市民活動サポートセンター運営
業務委託料の一部

該当なし

宮城県 山元町 令和２年度 桜塚自治会
県助成金を活用し直接自治会支援に入った事業
者が主導し、コロナ禍での役員会等をWebを活
用し試験的にリモート会議を実施したもの

無

山形県 鶴岡市 令和２年度 新中野町内会
市の交付金を活用し、電子回覧板アプリの導入
経費に充てた。回覧板を町会内で持ち歩く手間
が省けたほか、感染症対策にもつながった。

無
左記を支援する特定の事業はないが、自治会
への総合交付金の交付により、町内会活動を
支援している。

福島県 福島市 令和２年度 希望ヶ丘町会

役員までのＬＩＮＥグループを会員まで拡充
し、市からの回覧文書を回覧前に会員へ情報提
供するなど、町内会内部の情報伝達の電子化を
図った。

有 電子町内会モデル事業

市から町内会へ送付している通知文書や回覧
文書について、メールでお知らせするととも
に、電子データでの提供を行う事業。
未だモデル段階であるため、今後さらに手段
を検討していく。

100千円 該当なし

問23　別添 貴市区町村における自治会活動のデジタル化の代表例

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）

左記の事業に関与した
自治会以外の団体
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市区町村の関与

福島県 会津若松市 平成28年度～ 湊地区区長会

地方創生推進交付金を活用し、各家庭のテレビ
やスマートホンで地域情報が確認できる生活支
援システム「みなとチャンネル」を開発、運用
している。地域の催しや小中学校の様子、介護
予防など幅広く地域情報を発信し活用されてい
る。

有 生活支援システム運用保守業務
平成28年～30年度で開発した生活支援システ
ムを継続して運用している。

198千円
NPO法人みんなと湊まちづくり
ネットワーク

福島県 只見町 令和3年度
明和自治振興
会

役員や委員でLINEアプリのグループを作成
し、情報共有や会議の通知等を行い、事務作業
の軽減を図っている。

無

福島県 西郷村 令和２年度 原中下行政区

行政区内での急ぎの連絡事項を事前にグループ
lineにて情報共有。回覧板を日数の短縮、感染
症対策にもつながった。また、若年層が多い行
政区なので、個人の都合に合わせた時間の確認
ができる。

無

茨城県 石岡市 平成28年度 正上内町内会
町内会の活動報告、回覧板文書などを町内会ブ
ログ上で公開している

無

茨城県 結城市 令和２年度
公達町内会
（自治会）

市の関与はなく自治会独自の運営でHPを公開
している。HP上で、管理しているコミュニ
ティセンター予約や活動ブログ、防災情報など
を発信している。

無

茨城県 常陸太田市 令和２年度 寿町会
役員間において，市から届く通知や連絡文を
メールにて共有している。印刷の手間や役員間
での持ち歩く手間が省けた。

無

茨城県 取手市 令和２年度 戸頭町会
町内会における役員会議等をWeb会議システム
を活用し開催した。

無

茨城県 牛久市 令和２年度 栄東行政区
ＨＰを開設し集会所の利用申し込みをデジタル
で行っている。

有 地域コミュニティ活性化事業

補助金を交付し、集会所等を利用した地域コ
ミュニティの活性化を図る。また、地域のつ
どいの場を設けることで、引きこもり防止効
果も期待される。

月額7万円 該当なし

茨城県 つくば市 令和3年度

具体的な自治
会名等は把握
しておりませ
ん

会員向けの連絡や情報共有手段としてメーリン
グリストを活用

無

茨城県 ひたちなか市 ～令和3年度

市内にあるいくつかの自治会において電子メー
ルを住民同士の通信手段として利用したり，
ホームページを運営し，自治会活動のPRを
行っている。

無

茨城県 守谷市 令和２年度
けやき台三丁
目町会

町会における防災訓練において，班ごとの住民
の安否確認の報告会（班長会議）をZoomにて
実施した。

無

茨城県 筑西市 令和３年度

幸町1丁目自
治会
幸町2丁目自
治会
幸町3丁目自
治会
※合同で1つ
のＨＰ

自治会ホームページの作成 無

茨城県 大洗町 令和２年度

町内会より、コロナ禍において回覧板の利用で
はなく、LINEを活用した回覧をしたいと要望
があったため、町ホームページ上にも回覧物を
アップし、自由に活用できるようにした。

無

茨城県 利根町 令和２年度 白鷺自治会
町内会の広報誌等の情報をインターネットから
見れるなど，利便性の向上につながった。

無
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市区町村の関与

栃木県 宇都宮市 令和２年度 西中丸自治会
若者世代への情報発信の強化（自治会活動の見
える化）や，自治会役員の負担軽減につながる
取組として自治会公式LINEを開設

有 令和２年度自治会加入促進・活性化業務

自治会への加入率向上及び活動の活性化につ
なげるため，「自治会加入促進に向けたアド
バイザー派遣事業」実施（アドバイザー派遣
先：西中丸自治会ほか）

995千円
ＮＰＯ法人とちぎユースサポー
ターズネットワーク

栃木県 佐野市 令和３年度 上町西町会

町会がＬＩＮＥの公式アカウントを作成した。
回覧、防災情報等を迅速に会員へ届けることが
可能になった。また、町会活動の見える化もは
かっており、地域住民の町会への理解をいっそ
う深められている。

無

栃木県 那須塩原市 令和２年度
東那須野区自
治会

コロナ禍においてリモート会議を行うため、
ZOOMを導入した。

有 地域おこし協力隊
地域おこし協力隊（自治会担当）が、「オン
ラインの手引き」を作成し、PCやスマート
ホンの設定をサポートした。

なし
東那須野地区自治会長会（東那須
野区自治会ほか２６自治会で構
成）

栃木県 高根沢町 令和２年度 宝石台自治会

自治会独自で自治会加入率の促進、自治会住民
の生活利便性の向上等を目的に自治会HPを作
成した。なお、作成した自治会HPについて
は、町HP内にリンクを掲載した。

無

群馬県 館林市 令和３年度 尾曳町区 Web会議システムの活用による会議を開催 無

群馬県 安中市 令和2年度
板鼻地区第5
区

市とのやり取りに電子メールを活用している。 無

埼玉県 熊谷市 令和３年度
新堀自治会連
合会

自治会内で回覧する資料、緊急時の連絡等を、
役員・理事にメールで一斉送信できるようにし
たことで、情報伝達を迅速かつ正確にできるよ
うになった。

無

埼玉県 本庄市 令和３年度 小島南自治会
自治会独自の施策として、専用ＨＰを作成し、
自治会員向けの発行紙の掲載や活動報告を掲載
している。

無 なし

埼玉県 上尾市 令和３年度
(希望のあった
自治会を対象
に実施)

市のホームページに自治会のホームページのリ
ンクを掲載し、自治会の地域活動を市民に広く
お知らせしている。

有 (特に事業名はありません)
市のホームページに自治会のホームページの
リンクを掲載し、自治会の地域活動を市民に
広くお知らせしている。

0 該当なし

埼玉県 越谷市 令和２年度
グラン・プ
ラーザ新越谷
自治会

クラウドによる情報共有とＺｏｏｍを利用した
Ｗｅｂ会議を導入。

無

埼玉県 ふじみ野市 不明
福岡中央一丁
目町内会

町内会独自のホームページを立ち上げ、地域の
情報等を配信している。

無

埼玉県 嵐山町 不明
志賀2区自治
会

デジタル化と言えるかは分からないが、以前よ
り自治会館に専用PCを設置し、基本的に文書
のやり取りは電子データを利用している。

無

千葉県 木更津市 令和２年度 千束台自治会

メッセージアプリ「LINE 」のグループ機能を
活用し、回覧文書の一斉送付・受信を可能にし
た。このことにより、持ち運びの手間や感染対
策にもつながった。

無

千葉県 成田市 令和３年度 北中台自治会

自治会独自のホームページを作成し、会則、ご
み収集カレンダー、清掃当番表の掲載及び役員
会の出欠確認等を行っている。会員が随時情報
を得ることができ、回覧板を町会内で持ち歩く
手間が省けたほか、感染症対策にもつながっ
た。

無

千葉県 習志野市 令和３年度

自治会名・活用団体数の把握はできていない
が、町会役員同士での連絡ツールとしてLINE
の活用をしている町会・自治会等があるとの情
報提供を受けている。

無

千葉県 柏市 令和３年度
松葉町３丁目
町会

LINEを利用して，町会会員のスマホに地域情
報を伝達する回覧板システムを作り上げる。
町会役員が会議の議事録やチラシ・ポスターを
スキャナーして，登録会員に送付する。

有 柏市地域活動支援補助金
地域力の強化を目的として，目的を達成する
にあたり生じている地域課題の解決に向けて
取り組む団体に対し，最大10万円を補助

100千円
柏市地域協働を考える会，松葉町
地域ふるさと協議会
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市区町村の関与

千葉県 八千代市 令和3年度
緑が丘西自治
会

1.総会時に，書面と電子投票を並行して実施。
2.会費のキャッシュレス化。
3.YouTubeを開設し，動画での情報発信。
4.役員会のZOOM開催。
5.HP，Twitter，Facebookを活用し，自治会活
動の紹介。

無

千葉県 我孫子市 令和２年度
並木7丁目自
治会

定期総会において、書面表決と並行してグルー
プチャットで議案の説明等を実施。
参加者は少人数であるが、若い世代からは評価
を得た。
ただし、ICT化を推進していくにあたり、従来
の手法と並行して実施する必要があり、役員の
事務量は増加した。

無

千葉県 鎌ケ谷市 令和３年度
鎌ケ谷市自治
会連合協議会

市等から自治会長宛てに発出した文書をPDFで
掲載するなど、新型コロナウイルス感染症の推
移に係る自治会活動について周知を行った。

無

千葉県 浦安市 令和２年度
海風の街自治
会

自治会のホームページを活用し、自治会内の情
報や行政からの情報について発信を行った。紙
面より手軽に情報が得られるメリットに加え、
感染症対策につながった。

無

千葉県 印西市 未定
滝野６丁目自
治会

HPを町内会有志で立ち上げ、回覧物をHPにて
掲載予定。

無

東京都 千代田区 令和２年度
神田猿楽町町
会

例年実施している夏祭りについて、コロナ禍の
情勢を踏まえて、景品の抽選会をオンライン配
信で行った。

無

東京都 中央区 令和３年度
東日本橋三丁
目町会

町内に隠された謎を解きスマートフォンで回答
する謎解きイベント(日本橋橘町再発見！謎解
きラリー2021)を実施している。謎解きのヒン
トとなる動画をHP上に公開したことで、実際
に街歩きをしなくてもオンラインで参加がで
き、コロナ禍でも安全に楽しめる工夫を凝らし
ている。

無

東京都 港区 令和3年度
三田二丁目一
交会

区の補助金を活用し、NPO団体や社会福祉協
議会等と協働して、町会内でIT勉強会を実施し
た。メール、アプリ、SNSの利用方法等を勉強
し、町会内におけるICT化の促進につながっ
た。

有 町会等補助金（協働事業活動費）
全３回の勉強会にかかる、講師費用及びテキ
スト印刷代等を補助。

470千円
社会福祉協議会
NPOタブレット利用活用協会
チャレンジコミュニティクラブ

東京都 新宿区
平成３０年度
、令和元年度

須賀町町会
会員向けにメールでの情報提供、役員間の
LINEでの連絡を開始した。

有 町会・自治会向けコンサルティング
希望する町会・自治会に対して、専門家を派
遣し、加入促進及び活動の活性化に向けたコ
ンサルティング（３回１セット）を行う。

平成30年度　300千円
令和元年度　900千円

（1団体につき300千円、令和
元年度は他２団体にも実施）

合同会社フォーティＲ＆Ｃ

東京都 文京区 令和2年度 神明西部町会

区の補助金を活用し、町会等が作成したホーム
ページの維持、運用等の経費に充てた。コロナ
禍で町会情報の共有や発信を進めることに寄与
した。

有
令和２年度における文京区町会・自治会
事業補助金交付要綱に係る
補助対象事業の特例

新型コロナウイルス感染症の流行により町会
又は自治会が地域住民を対象として行う事業
の実施が極めて困難となっている状況に鑑
み、かかる状況下においても地域コミュニ
ティの維持を図るため、文京区町会・自治会
事業補助金の補助対象事業の特例として、町
会等が作成したホームページの維持、運用等
に要する費用を補助する。

1 該当なし

東京都 墨田区 令和２年度
亀沢二丁目町
会

区の補助金を活用し、ホームルータ―やタブ
レットを購入し、町会会館にWi-fi環境を整備
した。

有 墨田区町会・自治会ICT推進助成金
区内の町会・自治会を対象に、ウェブサイト
の開設・維持経費や無線LAN設備の導入・維
持経費の一部を助成する。

439千円 なし

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）

左記の事業に関与した
自治会以外の団体
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東京都 大田区 令和３年度
山王三・四丁
目自治会

自治会における会議のオンライン化を促進する
ため、自治会会館会議室にプロジェクターを設
置し、オンライン会議環境を整備した。

有
地域活動におけるデジタル環境等整備支
援事業

公益的な区民活動による誰ひとり取り残さな
い包摂的な地域づくりを推進するため、リ
モート会議の実施や団体ホームページの充実
などのデジタル化の推進、新しい情報発信へ
の取り組み、ソーシャルディスタンスの確保
など「新たな日常」への対応など環境の整備
に必要な経費を助成する。

2095
NPO法人及び非営利で公益的な地
域貢献活動を行う任意団体

東京都 世田谷区 令和２年度
玉川田園調布
会

各種会議の開催にあたり、Zoom及び現地開催
を併用するハイブリッド会議を実施している。

無

東京都 中野区 令和３年度
中野区町会連
合会

月に１度行われる理事会をオンラインで開催し
た。

無

東京都 杉並区 令和２年度
天沼地区町会
連合会

ZOOMを使用しての会議 無

東京都 豊島区 令和3年度
第11地区8町
会

月1回開催する区政連絡会をZoomアプリを使
用してオンライン開催することとした。
また、オンラインの使用に慣れるために区政連
絡会終了後にはLINEやTwitter講習会を行い、
ＳＮＳに触れてもらう機会を作った。

有 高齢者障害者等情報格差是正モデル事業
東京都と豊島区が共同でデジタルデバイド是
正に取り組み、町会活動のデジタル化推進を
目指すことを目的とする。

0 豊島区町会連合会

東京都 北区 令和２年度
西ヶ原西谷戸
自治会

・役員会・全体役員会・総会をｵﾝﾗｲﾝ化
・総会終了後の懇親会をｵﾝﾗｲﾝ化（Web飲み
会）
・研修会をオンライン化
・「西谷戸の子どもたちを応援する会」のｵﾝﾗｲ
ﾝ開催（コロナ禍で子供向けｲﾍﾞﾝﾄが無くなって
しまったことへの代替措置を自治会員で検討す
る会）

無

東京都 荒川区
平成29年度よ
り

全町会対象
全町会に災害時優先携帯電話を配備し、災害時
に迅速かつ正確な情報収集を行い、状況把握を
可能とする

有 災害時優先携帯電話の貸与

大災害時に一般加入電話・携帯電話に通信規
制がかかることを想定し、迅速な情報収集と
的確な意思決定ができる体制を確保するた
め、通信規制を受けづらい災害時用携帯電話
を配備

6,938千円
※令和2年度

なし

東京都 板橋区 令和２年度

区補助金を活用し、町会ホームページの作成経
費に充てた。町会のホームページを作成・公開
することにより、活動に関する情報を得る機会
を提供し、町会の加入と活動への参加促進につ
ながった。

有
地域振興補助金（ホームページ作成助成
事業補助）

町会のホームページ制作に要した経費を補助 120千円 該当なし

東京都 練馬区 令和２年度
光が丘地区連
合協議会

コロナ禍で月１回の対面での役員会の開催が困
難になったため、ZOOMアプリを使用して、オ
ンラインで開催することとした。
事前に操作に慣れている役員等がアプリの設定
を支援したり、使い方の練習の機会を設け、オ
ンライン上での会議のルール（発言したいとき
はカメラに向かって手を挙げる、など）も決
め、対面での会合と同様に、自由に意見交換を
行っている。

無

東京都 足立区 令和２年度
イニシア千住
曙町自治会

自治会のイルミネーションイベントにおいて、
行政機関や近隣自治会の挨拶、警察による防犯
の呼びかけや音楽演奏をインターネットによる
ライブ配信を行った。また、この時の映像を約
２ヵ月のイベント期間中にデジタルサイネージ
で繰り返し再生した。

有
足立区地区町会自治会連合会等活性化事
業

コロナ禍でも可能なイベントとしてライブ配
信やデジタルサイネージを利用した映像の再
生を行い、その設備の設置費用などに要した
経費を補助

200千円 該当なし

東京都 葛飾区 令和２年度 白鳥東町会

町会掲示板を活用したスタンプラリー形式のハ
ロウィンイベントを実施したとき、QRコード
により参加者を募集し、参加者の情報をデータ
管理したほか、イベント当日の密回避にもつな
げた。

無

左記の事業に関与した
自治会以外の団体

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）
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東京都 八王子市 令和２年度 片倉町会

町会ホームページを作成し、役員紹介や年間を
通じての行事を紹介し、加入を促した。未加入
世帯が町会ホームページを見ることで地域コ
ミュニティ醸成につながった。

有
八王子市町会等加入促進活動事業補助金
（片倉町会加入促進キャンペーン）

町会のホームページ制作などに要した経費を
補助

100千円 なし

東京都 三鷹市 令和２年度 下連雀若葉会

Zoomで講演会を実施。国立天文台が立地する
三鷹の特性を生かした小中学生向けの宇宙講座
と、大人向けの新型コロナウイルス対策講座な
ど。

有
三鷹市町会等地域自治組織活性化事業
（がんばる地域応援プロジェクト）

町会・自治会など地域自治組織が実施する地
域の課題解決に取り組む事業など、他の地域
自治組織にも好事例として紹介できる取り組
みの費用の3分の2を助成(10万円上限)。

70千円

東京都 日野市 令和２年度 西宮下自治会

市の補助金を活用し、Webコミュニケーション
環境の充実を図った。SNSやHPの開設を行
い、講座も同時に実施することで、会員に利用
方法などを周知。コロナ禍でも自治会活動の継
続を実現。
また、加入促進用のチラシに自治会LINEのQR
コードを貼り付け、未加入世帯へポスティング
を行った。結果、新規会員を獲得することがで
きた。

有 日野市自治会活動インセンティブ補助金

地域が自らの課題を解決する力を持ってもら
えるよう、これから新たに始める自治会活動
の初動を支えることが目的。一定の予算額が
決まっており、予算の範囲内で補助金額を決
定。

100千円 該当なし

神奈川県 横浜市 令和２年度
複数の地区連
合町内会

市と事業者との協働事業（自治会町内会新しい
活動スタイル応援事業）による、ICT出張講座
で、ICT機器を活用した会議等を体験し、それ
をきっかけに自治会町内会の会合でも導入した
事例が多数あった。

有

神奈川県 川崎市 令和２年度
浜町３丁目町
内会

コロナ禍で役員会などリアル会議が開きにくい
状況の中で、リモート会議が開催できる環境を
整備するため、ＺＯＯＭの使用方法について、
市の電子化媒体活用促進事業により、講師を招
いて講習会を開催した。

有 町内会等への電子化媒体活用促進事業
町内会・自治会活動の効率化のため、町内会
印向けの情報提供ツールの立ち上げ支援、デ
ジタル機器の使い方講座を実施

847千円 該当なし。

神奈川県 平塚市 令和２年度 日向岡自治会

平時であれば90余名参加していた自治会の定例
会を、コロナ禍においても継続して実施できる
よう、市の交付金を活用してパソコンやスピー
カーフォンを整備し、オンラインや部屋を分散
して実施するようにした。

有 平塚市地域活動再開円滑化交付金
新しい生活様式に沿った地域コミュニティ活
動の再開に必要な財政上の支援として、１０
万円を限度とし、予算の範囲内で交付。

100千円 該当なし

神奈川県 鎌倉市 令和２年度
西鎌倉地区町
内自治会連合
会

連合会内でのミーティング、新年会、イベント
（カラオケ大会）の際に市が貸与したタブレッ
トを活用した。新年会では参加者が地域の店の
同じメニューをテークアウトして、同じ空間に
いるような雰囲気づくりも工夫した。この試み
は口コミで広がり、参加者も増え、新たな交流
が生まれた。

有
西鎌倉地区町内・自治会連合会でのタブ
レットの活用事業

新型コロナウイルス禍おいて、地域でのオン
ライン会議や交流等に、ZOOMやブラウザ等
のアプリを活用して、地域の情報共有等に活
用していただくため、タブレット端末を貸し
出した。

0 該当なし

神奈川県 藤沢市 - 鵠南みどり会
自治会のLINE公式アカウントを作成している
ほか、電子回覧板をホームページにてアップし
ている。

無

神奈川県 茅ヶ崎市
把握していま
せん

萩園自治会
自治会のホームページにおいて、電子回覧板を
活用している。

無

神奈川県 三浦市 令和３年度 三浦市区長会
会議開催時に一部WEB会議を行ったことで集
合していただく時間のカットに繋がったほか、
感染症対策にも繋がった。

無

神奈川県 秦野市 令和２年度 山谷自治会他

秦野市と小田急電鉄(株)の連携協定の一環で実
証実験が始まったＳＮＳ「いちのいち」によ
り、今まで回覧版で回していた市からのお知ら
せがすぐに伝わるようになったとともに、自治
会でも書き込みすることにより、自治会内の情
報を会員がすぐに共有できるようになった。

無

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）

左記の事業に関与した
自治会以外の団体
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神奈川県 大和市 令和２年度
桜ヶ丘親和会
自治

神奈川県の主催する事業を通じ、異文化交流の
できるビデオ通話アプリSailを用いた取組みの
実施や、自治会独自でLINE回覧板を導入し
た。結果、コミュニケーション機会の増進と、
感染防止対策の強化が図られた。

無

神奈川県 伊勢原市 令和２年度 大句自治会
市のホームページ作成支援を通じて、毎月の回
覧資料をアップロードするなど、積極的に情報
発信を行っている。

有 地域活動支援事業
自治会からの希望に応じて、市職員が自治会
のホームページ作成支援を行っている。

0 該当なし

神奈川県 寒川町 令和２年度 各自治会
電子申請システムを活用し、自治会の加入申請
をパソコンや携帯電話からできるようにした。

有 なし
電子申請システムを活用し、自治会の加入申
請をパソコンや携帯電話からできるようにし
た。

0 寒川町自治会長連絡協議会

神奈川県 開成町 令和２年度 みなみ自治会

コロナ禍に対応するため、防災訓練をオンライ
ンで実施した。また、各種会議をWeb会議シス
テムを活用して開催することにより、子育て中
の方などが自宅から出席できるようになった。

無

神奈川県 真鶴町 令和３年度 城北自治会

高齢化が進む町内において情報弱者となりやす
い高齢者の会員を多く抱える自治会員を対象に
して、現代の重要な情報取得ツールであるス
マートフォン操作を覚えていただく教室を開催
する。

有
神奈川県新しい生活様式におけるコミュ
ニティ再生・活性化モデル事業

神奈川県の事業を活用し、自治会内の会員向
けにスマートフォンの利用教室を開催してい
ただく。

0 該当なし

富山県 富山市 令和３年度
日方江町内会
ほか

電子回覧板や組織内の情報発信等を行うことが
できるアプリを活用したモデル事業を実施し、
今後の地域活動支援について検討する。

有 町内会等地域組織運営支援モデル事業
新興住宅地などの町内会２組織を選出。地域
情報共有アプリの導入費用等を全額助成。モ
デル組織に対しアンケートを実施。

1,072千円（国庫支出金） 該当なし

富山県 氷見市 令和3年度
久目地区地域
づくり協議会

自治会内の情報発信や災害時等の安否確認を一
元管理するための民間支援ツールの導入を検討
しており、現在関連事業者と協議中。

無

富山県 黒部市 平成26年度
生地自治振興
会ほか

自治会事務局に市ネットワークが接続された
PCを配備しており、市との連絡をメールで行
うなど、事務の効率化、簡素化を図っている。

有 自治会ネットワーク促進事業

自治会事務局に市ネットワークが接続された
PCを配備しており、市との連絡をメールで
行うなど、事務の効率化、簡素化を図ってい
る。

2,400千円 該当なし

富山県 朝日町 平成２３年度
山崎自治振興
会

町の補助金を活用し、HPを開設した。 有 朝日町自治振興会活動支援事業

地域住民が主体となり、課題解決を図るた
め、自ら考え、自ら行動し、地域の自立及び
活性化に資するとともに、地域の連帯感及び
共同意識の醸成ををはかることのできる将来
性のある活動に対し、経費を補助する。

215千円 -

石川県 金沢市 令和２年度

市の補助金を活用し、電子回覧板アプリ（結
ネット）を導入。アプリを活用し、町内の連絡
網として情報を発信したほか、校下町会連合会
からの地域情報を受信した。また、防災訓練時
の安否確認ツールとしても活用した。

有 金沢市地域コミュニティICT活用促進事業
地域住民の情報の共有と発信に使用するアプ
リの導入費や利用料、町会のホームページ制
作などに要する経費を支援

500千円
（校下町会連合会への補助額）

校下町会連合会

石川県 小松市 令和３年度
今江町町内会
（市町内会連
合会）

町内会連合会として、町内会活動の効率化と担
い手の確保を図るため、ICTツールの活用推進
を決議。各地域協議会が導入の検討を進め始め
た。今江町は本取り組み開始後最初の導入地域
として環境整備等が進行中。

有 町内会デジタル化支援事業
市町内会連合会が設置したICT推進チームに
おいて、町内会活動へのICTツール導入推進
活動を支援する。（説明会開催支援等）

1,000千円
小松市町内会連合会
（ICT推進チーム）

石川県 野々市市 令和２年度
市内全町内会
（54会）

54地区町内会にタブレット端末を配布し、ビデ
オ通話アプリ等を用いたオンライン研修会等を
実施するための環境整備を行う。市や関係機関
から町内会への情報伝達手段としても利用で
き、市連が普及を進めているスマートフォンア
プリ「結ネット」など各種ICTを単位町内会の
運営に取り入れ、事務の効率化を図ることがで
きる。

有
オンライン研修環境整備事業
モバイルWi-Fiルーター導入補助事業

タブレット導入費用の他に、モバイルWi-Fi
ルーターの端末費用と初期登録費用の補助を
行う。（通信費に関しては町内会負担）

1,300千円（タブレット）、
862千円（ルーター）

野々市市連合町内会
野々市市54町内会を支える会

石川県 津幡町 令和２年度 希望する区

町から各区への災害行政情報の伝達には長らく
FAXを使用している。R2年度に電子メールの利
用を働きかけたところ、一部の区がこれに応じ
た。

無

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）

左記の事業に関与した
自治会以外の団体
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福井県 福井市 令和２年度
昭和新町自治
会

自治会長の負担軽減や新型コロナウイルス感染
予防を目的にこれまで回覧板で共有していた情
報をLINEを活用し、電子回覧化した。

無

福井県 あわら市 令和３年度 市内全域
市内全域を対象としたWi-Fi６の整備を進めて
いる。

有 あわら市高度無線通信網整備事業 市内全域にWi-Fi６を整備 70,000千円

福井県 美浜町 令和３年度
町防災アプリを活用し、区長の専用端末から区
民に対して情報を発信する仕組みを構築した。

有 防災情報伝達システム整備工事
町からお知らせ、防災情報等を町民に発信す
る町防災アプリを導入。区長から区民へ情報
を発信できるよう専用端末を貸与。

498,454千円

長野県 飯山市 令和２年度
飯山地区区長
会

連絡網アプリを導入して地区内グループの迅速
な情報共有を図った。

無

長野県 佐久市 令和２年度
佐久市内２３
８区

市からスマートフォンを無償で借り受け、区長
業務（電話、メール、インターネット）に活
用。

有 区長業務等対策移動通信機導入事業
区との情報共有の確実化を図るため、市で購
入したスマートフォンを区長へ貸与

1,571千円 該当なし

長野県 安曇野市 令和２年度 等々力町区

区のウェブサイトを開設した。サイト上で公民
館の利用予約も行うことができる。区や公民館
活動の情報発信の場が拡充し、区民の利便性向
上や区役員の負担軽減にもつながっている。

無

長野県 立科町 平成21年度

町区
（芦田宿まち
づくり協議
会）

自治会内の一組織で連絡網アプリを導入。
組織内の情報伝達に活用している。

無

長野県 辰野町 17区
町からのお知らせを表示することができる端末
を配布し利用してもらっている。

有 ほたるネット導入事業
町からのお知らせを表示することができる端
末を希望する家庭等に有料で配布し、利用し
てもらっている。

0 該当なし

長野県 箕輪町 令和２年度 町内15公民館 町内にある15の公民館にフリーWIFIを完備。 有 公衆無線LAN環境整備事業
町内にある15の公民館（災害時に避難所にな
る）にフリーWIFIの設備を町で配備した。

7,480千円 なし

長野県 飯綱町 赤東区

当地区は1校1区の区として小学校とともに地域
の活性化に取り組んできた。小学校閉校とな
り、地域の中心的な存在が無くなったことを補
うため集落支援員を配置。併せて集会施設にフ
リーwifiの設備を整備する。

有 集落支援員にかかる経費の一部を活用 集落支援員活動経費 120千円 該当なし

静岡県 静岡市 令和２年度 堂林自治会

組長のLINEグループを作成し、定例会前の資
料配布や、定例会を少人数で開催しそれ以外の
区民長はLIVE配信を行うことで感染症対策と
なった。

無

静岡県 浜松市 令和３年度
館山寺町自治
会

ホームページを作成し、イベント情報や地域活
動の報告等を掲載している。また、公式LINE
アカウントを作成し、回覧板の内容を画像で
LINEにアップすることで、利用者は写真を共
有できる。現在のLINE会員は130人ほど。

無

静岡県 熱海市 令和２年度
旭町二丁目町
内会

コロナ禍における町内会活動について、ZOOM
を活用したWEB会議の導入や、LINEによる情
報伝達手段等の工夫を行った。また、NTTドコ
モの協力を得て、町内会の高齢者を対象とした
スマホ教室を開催し、デジタルに対する苦手意
識解消に向け、工夫している。

無

静岡県 島田市 令和２年度 東町自治会

市の補助金を活用し、電子通信機器を整備し
た。自治会と市の連絡、報告等にメールを活用
したり、市との会議にＺｏｏｍを活用したＷｅ
ｂ会議を導入することで窓口来庁の手間が省略
され、感染症対策にもつながった。また整備し
た電子機器を活用し、自治会のホームページを
開設することで、自治会の行事等や通知を地区
住民に早く周知することが可能になった。

有
①島田市自治会情報通信機器整備補助金
②ガンバル自治会地域活動補助金

①地域住民の情報の共有と発信に使用する情
報機器の整備や利用料などに要した経費
②自治会のホームページ制作などに要した経
費を補助

①200千円
②  36千円

島田市自治会連合会

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）

左記の事業に関与した
自治会以外の団体
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静岡県 掛川市 令和２年度
仁藤町区他
237自主防災
会(自治区)

自主防災会が市の無償貸与するタブレットを利
用し、カメラ・メールアプリ等による被害状況
等の情報収集や伝達の迅速化が図られる。平時
の文章のやりとり等にも活用し窓口来庁の手間
が省け、感染症対策にもつながった。

有 自主防災会オンライン化促進事業

災害時における市と自主防災会の連絡手段と
してタブレットを無償貸与
平時は、主に市と自治区の情報伝達手段とし
て利用

8,925千円 掛川市区長会連合会

静岡県 御殿場市 令和2年度 萩原区

区でホームページを開設し、行事予定や連絡事
項などを掲載することで、どこでも、回覧板よ
り早く、何度も情報を見ることができるように
なった。

無

静岡県 牧之原市 令和２年度 相良地区
SNSアプリ「LINE」を活用し、相良地区(6区)
の区長連絡網を作成。情報伝達の作業性・ス
ピードが飛躍的に向上した。

無

愛知県 春日井市 令和２年度 中央台町内会
書類のデータ化や、SNSを活用した情報伝達、
集会所のインターネット環境の整備などを行
い、役員の負担軽減につながった。

無

愛知県 豊川市 令和３年度 茶屋町内会

市の補助金を活用し、自治組織が所有する地区
集会施設にインターネット環境の整備及び機器
の購入等を行った。役員会等をオンラインで行
うことが可能となり、また書類の提出等を電子
メールで行うことのできる環境を整えたこと
で、町内会運営の負担軽減や、新型コロナウイ
ルス感染症対策にもつながった。

有
豊川市地区集会施設情報通信環境整備及
び機器新規購入等事業

自治組織が新型コロナウイルス感染症拡大防
止のために新たな生活様式に対応し、効率的
な情報伝達方法の構築と事務の効率化に取り
組むために、集会施設に情報通信環境及び機
器を整備する自治組織に対し必要な経費を補
助する事業

209千円 該当なし

愛知県 豊田市 令和３年度 全自治区
豊田市区長会役員会・総務委員会の研修を、
Zoomを活用しリモートで開催した。

無

愛知県 犬山市 令和3年度 名犬ハイツ

令和3年6月よりデジタル町内会のモデル実証を
始めた。モデル実証期間中は市が費用を負担し
ている。アプリで広報や回覧文書の送受信を行
い、手間が省けた。

有 デジタル町内会促進事業
モデル実証期間中は、地域住民の情報の共有
と発信に使用するアプリの初期設定費用や利
用料等を市が負担し、促進する。

750千円 該当なし

愛知県 小牧市 令和２年度 朝日区
ホームページを作成し、区の情報や回覧板の内
容をブログに掲載

無

愛知県 大府市 令和２年度

市内全自治区
（大府、石ヶ
瀬、横根、横
根山、北崎、
共和西、共和
東、長草、吉
田、森岡自治
区）

定例的に開催している区長会議をWeb会議シス
テムを用いて開催し、会議終了後にはWeb会議
システム基礎講座を開催した。Web会議システ
ムに触れるきっかけとなったほか、会議会場に
集まる手間が省け、感染症対策にもつながっ
た。

有 市民活動センター事業　各種講座
指定管理者への委託により、施設の管理運営
を行う。市民活動団体の育成のため、車座集
会、スキルアップ講座を開催する。

10千円 NPO法人愛知ネット

愛知県 尾張旭市 令和２年度
三郷南スウィ
ングタウン町
内会

LINEを活用して回覧物をグループLINEに掲載
することで、回覧板の使用を省略した。

無

愛知県 岩倉市 令和2年度 中本町区
中本町区のホームページを開設し、回覧物など
の情報を掲載し、いつでも情報を取得できるよ
うにした。

有 事業名なし
市民活動支援センターの職員がＨＰの開設を
支援した。

0円
市民活動支援センター（委託先：
ＮＰＯ法人ローカル・ワイド・
ウェブいわくら）

愛知県 豊明市 令和２年度 上高根町内会

令和元年度に町内会の放送設備が故障したた
め、町内電子回覧「きずなネット」（中部電
力）のアプリを導入した。現在、アプリ加入世
帯は90%（284世帯）の加入。ただし、紙ベー
スと併用。

無

愛知県 田原市 令和２年度
高松コミュニ
ティ協議会

一斉メールを活用し、任意でアドレスを登録し
ている地域住民に地域の行事案内、慶弔・防
災・防犯等に関する情報を随時発信した。地域
に根付いた情報を地域住民で共有することがで
きた。

無

三重県 四日市市 令和２年度 梅が丘自治会
外部委託による自治会費の口座引き落としやク
レジットカード払いの活用、公式ＬＩＮＥや
ウェブ会議などの導入。

無

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）

左記の事業に関与した
自治会以外の団体
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三重県 東員町 令和２年度
笹尾西一丁目
自治会

町の交付金を活用し、オンライン会議用のパソ
コン・WEBカメラ等を購入し、感染対策にも
つながった。

有 コミュニティ交付金
各自治会が自らの判断と工夫によって、住民
自治の振興に寄与することに対し、一定の限
度額を設けた交付金制度

156千円 無

三重県 菰野町 令和元年度 田光区

町が運営する行政登録制メールを活用し、区活
動における連絡事項を発信することで、電話等
の手間が省くことが出来たほか、迅速な情報共
有が可能となった。

無

滋賀県 草津市 不明

・ヴィア・プ
レッソ自治会
・シャルマン
コーポ草津町
内会　ほか

・役員の連絡でLine等を使用する
・町内会活動に関するデータをクラウドサーバ
で保管し、町内会員に共有

無

滋賀県 米原市 平成29年度 柏原自治会

旧防災無線の廃止に伴い、自治会長が自治会の
登録者のスマホ等に文字を送れるよう構築し
た。結果、若い人など多数の人に自治会からの
お知らせが届きやすくなった。

有 米原市防災情報伝達システム
市で整備したシステムを自治会長が利用でき
るようにした。

0 0

滋賀県 愛荘町 令和2年度 長野西自治会

コロナ禍で夏祭りが実施できないことから、代
わりの事業として夏祭りのオンライン配信を実
施。地域に興味と関心を持ってもらうことと、
自治会によるユーチューブを活用した情報発信
の可能性の確認を目的として実施。

無

京都府 京都市 令和２年度
桂坂くすのき
自治会ほか

ＬＩＮＥグループを使った役員会の開催 無

京都府 福知山市 令和3年度
河守地区、河
西地区の１３
自治会

市事業により、タブレット端末をモデル地区の
自治会長に配付し、市広報物のデータを自治会
長に送り、回覧板の電子化の促進を図った。

有 スマートシティ推進事業

モデル地区の自治会長にタブレット端末を配
布し、市からの情報発信及び情報共有、電子
申請、オンライン会議などを行い、スマート
シティ推進の実証実験を行う。

1,556千円 該当なし

京都府 宇治市 令和２年度 折居台自治会

自治会の公式サイト作成。
回覧情報・自治会カレンダー等をサイトに掲載
し、メールマガジンで配信することで回覧の手
間が省けた。

無

京都府 長岡京市 令和２年度
グリーン
フォート長岡
京自治会

自治会員でLINEグループを作り、手渡しの回
覧板を実施しないようにした。回覧板を回す役
員の負担軽減のほか、感染症対策にもつながっ
た。

無

京都府 京田辺市 不明
山手東自治連
合会

オンライン会議システムを公民館に設置したと
聞いている。

無

京都府 精華町 令和２年度
光台五丁目自
治会

自治会にて平成２９年度より開設されたHP
で、会則規約や自治会、自治防災会のお知らせ
の周知、役員間の連絡等に活用されている。

無

大阪府 泉大津市 不明 下条町自治会
LINE公式アカウントを立ち上げ、自治会活動
の情報発信を行っている。

無

大阪府 貝塚市 令和３年度
ﾚｲｸｶﾞｰﾃﾞﾝ自
治会

市の補助金を活用し、電子回覧板アプリの導入
経費に充てた。半数以上が電子回覧板を利用
し、情報伝達がスムーズになった。また、アプ
リ内で役員同士の情報共有が可能であるため、
紙でのやりとりは不要となり、役員の負担軽減
にもつながっている。

有 貝塚市地域コミュニティICT活用促進事業
地域住民の情報の共有と発信に使用するアプ
リの導入費や利用料などに要した経費を補助

77千円 該当なし

大阪府 茨木市 令和２年度 市内３自治会

市の補助金を活用し、Web会議利用のため、
ZoomProを契約費用やモニターテレビ一式、
光回線の工事等に充てた。コロナ禍で役員一同
集まる手間が省けたほか、感染症対策にもつな
がった。

有
茨木市自治会集会施設等整備事業（特例
分）

令和２年度に限った特例分の補助制度で、自
治会が有する集会施設等において、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止対策を講じる場
合、その費用の一部を補助。上限５万円。

50千円 該当なし

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）
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大阪府 八尾市 令和２年度 高美町５丁目

スマホアプリを使用した町会活動の試験運用中
で、回覧板の電子化など、紙での回覧板を回さ
ず、情報共有を行っている。各役員への負担も
軽減され、町会活動の公明性や透明性を示しや
すくなった。

無

大阪府 富田林市 令和2年度
ハロータウン
金剛富田林自
治会

電子回覧アプリ「結ネットアプリ」の導入。回
覧板を自治会内で持ち歩く手間が省けたほか、
感染症対策にもつながった。

無

大阪府 河内長野市 令和２年度
美加の台南自
治会

市の補助金を活用し、集会所にパソコンを整備
するための購入費用に充てた。自治会活動に必
要な資料の作成や、パソコン上での資料の保存
により引継ぎに係る書類が減り、業務の効率化
につながった。

有 コミュニティ活動推進事業
自治会活動環境整備事業補助金など、自治会
の活性化を促進するため、活動備品の購入に
関する費用を補助

6040千円 北貴望ヶ丘自治会　ほか

大阪府 門真市 令和３年度
御堂南自治会
他５自治会

メールアドレスの提供のあった自治会に限り、
押印の省略化された書類のメールでの提供と提
出を実施した

無

大阪府 藤井寺市 令和2年度
南藤井寺地区
連合自治会
他

自治会長を対象に、オンラインツールを活用す
るためのセミナーを実施。
それをきっかけに、自治会長同士でオンライン
会議を行うようになった。

有
区長会　役員会勉強会
地域活動に活かそう！「オンラインツー
ル勉強会」

スマホアプリのLINEやweb会議サービスの
Zoom使用を体験するセミナー。

98千円 大阪NPOセンター

大阪府 阪南市 令和２年度 箱作東自治会
住民センター使用予約アプリ（無料）を導入。
住民センターの予約確認の手間の軽減につな
がっている。

無

大阪府 熊取町 令和２年度～ 野田区自治会
区からのお知らせ（廃品回収日や訃報、タイム
ライン機能を使った回覧板）や緊急のお知らせ
をLINEを活用して行っている。

無

兵庫県 伊丹市 令和２年度 南菱自治会

クラウドストレージを活用した役員間の情報共
有の仕組みを、試験的に導入した。
具体的には、
①自治会がリースで利用している複合機の企業
と、クラウドストレージの利用に関する契約し
た
②複合機でスキャンするデータを直接クラウド
ストレージに保存できるようにした
③役員が各々のツール（USBメモリ、ハード
ディスク、紙文書）に保管している情報をクラ
ウドストレージに保存することにより、役員間
の情報共有や次年度役員への引継ぎを容易にで
きるようにした

無

兵庫県 宝塚市 令和２年度 寿楽荘自治会

メールアドレスや電話、LINE個人アカウント
など個人情報を収集することなく、自治会員が
リアルタイムにつながるOpenChatシステム
「寿楽荘イドバタ会議室」を稼働している。

無

兵庫県 播磨町 令和２年度 大中東自治会
LINE公式アカウントを開設し、回覧・イベン
ト情報等を通知することにより、感染症対策に
もつながった。

無

兵庫県 尼崎市 令和2年度
大西東単協な
ど（単協＝自
治会）

新型コロナウイルス感染症拡大を機に、LINE
公式アカウントを開設し、SNSによる情報共有
を行っている。

無

奈良県 生駒市 平成30年度
東生駒南自治
会

自治会の活動内容、地域情報をリアルタイムで
発信することにより、活動への関心や意欲を向
上させ、行事への積極的な参加を促進するため
ホームページを作成した。その結果、「もちつ
き大会」や「一斉清掃」等の参加者が大幅に増
加した。

無
生駒市自治連合会
補助金（25,000円）を支出

左記の事業に関与した
自治会以外の団体

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）
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和歌山県 橋本市 不明
三石台区自治
会

規約や個人情報の取り扱いルールを定め、ＨＰ
で公表することにより、自治会運営の透明性に
努めている。また、総会の資料、委任状も公開
されており、区民の利便性を高めている。

無

島根県 松江市 令和2年度
星風地区町内
会

新型コロナウイルスの感染防止策として、役員
間の報告や相談を無料通信アプリLINEに集約
することで、連絡手段を効率化している。

無

島根県 美郷町 平成２６年
沢谷連合自治
会

汎用的なアプリ（facebook）を町内でも早い
段階で活用し、幅広く活動の情報発信に努めて
いる。

無 ー ー ー ー

岡山県 岡山市 令和2年度
操南学区連合
町内会　他91
団体

市が提供するサーバを利用して町内会のホーム
ページを作成している。
学区紹介や各種団体の情報、防災情報、コミュ
ニティハウスの予約状況や回覧情報等を掲載し
ている。

有 住民自治組織情報化推進事業

市が提供するサーバ及び電子町内会システム
により、町内会のホームページ作成及びメー
ル一斉配信を支援する。また、導入のための
講習、ヘルプデスクを提供する。

6,138千円 該当なし

岡山県 玉野市 平成３０年度 滝区会
市の補助金を活用し、スマートフォンのアイコ
ンをタップするだけで情報が入手できるように
電子回覧板を作成した。

有 玉野市協働のまちづくり事業
「滝区だより」の電子化や防災情報を回覧す
るため、電子回覧板の作成に要した経費を補
助

292千円 該当なし

岡山県 里庄町 令和3年度 自治会全体
自治会長が所有するスマートフォンから放送分
を送信して自動音声で情報を発信することがで
きるようになった。

有 災害情報伝達手段整備事業

自治会所有の放送設備にアンプを設置するこ
とで、役場から一斉に町内全域に放送できる
ほか、自治会長所有のスマートフォンから自
動音声で放送することもできるように。

他業務も含めた契約のため記載
なし。

該当無し

岡山県 奈義町 令和２年度 全自治会 災害時の避難場所として環境整備 有 ＦＲＥＥ Wi-Fi 整備事業 ＦＲＥＥ Wi-Fi 整備 ― 該当無し

広島県 広島市 平成26年度 A.CITY自治会

地域のホームページを開設し、同団体が発行す
る月刊誌の掲載や、地域のイベントや行事のカ
レンダーの情報発信を行っている。また、最近
では新型コロナウイルス感染症拡大予防の観点
から、WEB会議も活用した自治会の運営を
行っている。

有
地域ポータルサイト「こむねっとひろし
ま」

町内会・自治会等地域団体を対象に、地域の
ホームページを簡単に開設・運営できるよう
「こむねっとひろしま」を開設し、ソフト
ウェア及びハードウェアを無償で提供してい
る。

2,045千円
（システム運用・保守費用

：令和2年度）
該当なし

広島県 福山市 令和３年度
福山市自治会
連合会

最寄りの公民館の端末を活用し，役員会をウェ
ブ会議により開催した。
コロナ禍においても継続的な住民自治活動につ
ながるとともに，デジタル技術に触れるきっか
けとなった。

有 自治会連合会育成支援事業
市所有のタブレット端末の貸出や公民館にお
いて役員の端末操作を支援

無

広島県 東広島市 令和２年度
御薗宇住民自
治協議会

市の交付金を活用し、住民自治協議会専用の
HPを作成し、イベント情報の発信などを行っ
ている。

有 東広島市地域づくり推進交付金 基礎項目と選択項目に応じた交付金を支給。 150千円 該当なし

広島県 世羅町
令和２～３年
度

13自治組織
WEBカメラの購入等によりデジタル環境を整
備し、緊急時のオンライン会議やオンラインで
の研修会に参加できる体制を構築した。

有 指定管理料
自治センターの管理・運営に係る費用を支払
う。

13千円 該当なし

山口県 防府市 令和２年度 警固町自治会
自治会のfacebookを開設し、地域住民の情報
の共有と発信に使用した。

無

愛媛県 東温市 令和２年度 志津川南区
LINE、Facebook、noteなどWEBツールを活用
して情報発信と加入者への連絡体制をでデジタ
ル化している。

有 事業名なし 技術的な助言をした 0円 該当なし

高知県 越知町 令和２年度
遊行寺地区・
堂岡地区・鎌
井田地区

町内の光回線事業を活用して順次デジタル化を
検討中

有 高度無線環境整備推進事業
各地区の集会所に光回線を引き、デジタル化
を行う。

２０００００千円 国の事業

福岡県 福岡市 令和３年度 -

市の支援制度により派遣された専門家の助言、
指導により、自治協議会のブログに動画を投稿
できるようになり、地域の情報発信ツールを増
やすことができた。

有
共創による地域づくりアドバイザー派遣
事業

地域の活動について、課題解決やフォロー
アップのために、経験、技能、知識等を持
ち、助言、指導ができる専門家の派遣が必要
な場合に、アドバイザーの派遣を行う。

1,899千円
（令和３年度予算額）

南当仁校区自治協議会

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）

左記の事業に関与した
自治会以外の団体
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市区町村の関与

福岡県 久留米市 令和２年度

久留米市校区
まちづくり連
絡協議会
（４６校区コ
ミュニティ組
織）

Googleドライブを活用し、各校区広報紙等の
情報共有が簡単に行えるようになった。また、
協議会が行うアンケート等の回答・集約業務の
効率化につながった。

無

福岡県 小郡市 令和3年度 三国が丘2区
新型コロナウイルス感染症対策としてWeb会議
ツールを活用し、自治会の会議を開催。

無

福岡県 太宰府市 令和3年度
水城台区自治
会

LINE公式アカウントを作成し、自治会の情報
を区民に発信している。

無

福岡県 篠栗町 令和３年度 明治区

明治区公式ラインを開設し、区の情報等を発信
している。また、明治区のホームページや地図
情報を作成している。

無

福岡県 志免町 令和3年度 志免四町内会
公民館で行う総会を１Fと２Fでリモート会議
を行った

無

福岡県 広川町 平成27年度 久泉行政区

自治会からのお知らせやイベントの中止など、
紙媒体での周知への負担が大きかったことから
メール配信システムを導入し、負担権限と迅速
な情報伝達が可能となった。

無

福岡県 築上町 令和3年度
築上町自治会
長会

築上町自治会長会幹事会においてタブレットを
導入し、Webでの会議を可能とする

有 築上町自治会長補助金 築上町自治会長補助金からタブレットの購入 800 該当なし

熊本県 熊本市 平成30年度
田迎南校区第
５町内自治会

町内回覧板にFacebookを活用し、タイムリー
な情報提供が行われ、自治会活動の透明化や記
録保存につながった。また、紙面に加え、写真
を多く掲載できるため、より活動を身近に感じ
ることができ、魅力的な情報発信につながっ
た。

無

大分県 日田市 令和元年度 上野町自治会
市の補助金を活用し、ノートパソコン・カラー
プリンタ・パソコンラックを購入。事務の効率
化や情報発信の増加につながった。

有 自治会活動等推進事業
住民自治組織が取組む生活環境整備事業に対
する補助（情報基盤の有効活用に要する経
費）

110千円 該当なし

宮崎県 宮崎市 令和３年度 花の森自治会

令和2年3月末に集会所にインターネット環境を
整備し、リモートでの総会や打ち合わせ用にビ
デオ会議システム「Zoom」を導入して令和3
年度の総会で活用した。

無

宮崎県 日向市 令和２年度
日向市区長公
民館長連合会

これまで各自治会長への連絡事項は、連合会の
書記が連絡網を使用し、周知を行っていたが、
新たにLINEを使用することにより、行政から
の連絡等も含め、迅速に周知を図ることが可能
となった。

無

宮崎県 諸塚村 令和２年度
諸塚村婦人連
絡協議会

婦人会の連絡手段として、汎用アプリ
「LINE」を日常的に使用している。

無

鹿児島県 鹿屋市 令和２年度 南町内会

市が開催したSNSを活用した情報発信講習会を
契機に，町内会の公式LINEアカウントを開
設。希望者（現在53世帯）には回覧板をLINE
で発信し，情報伝達を効率的に行っている。

有 事業名は特にない

事業名は特にないが，地域サポート職員と町
内会長合同のSNSを活用した町内会の情報発
信講習会を開催。
その後のフォローアップも行っている。

0千円 市内34町内会が講習会参加

鹿児島県 指宿市 令和３年度
中福良自治公
民館

公民館長の管理している古民家で高齢者向けの
デジタル講習会を実施。電子マネーやメッセン
ジャーアプリ等の活用方法を高齢者同士で教え
合う取り組みを行った。

有 情報発信交流事業

指宿市健幸・協働のまちづくり課において，
管理しているYouTubuチャンネル「初心者向
け簡単デジタルサポート室from指宿」におい
て，『人に優しいデジタル化の最新事例紹
介！』と題して，中福良自治公民館の取組み
を広く周知している。

0千円 特になし

都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名
デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」 「有」の場合、事業名　 事業概要

左記の事業による市区町村の
支出（単位：千円）

左記の事業に関与した
自治会以外の団体
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沖縄県 那覇市 令和３年度 6自治会

市の補助金を活用し、自治会のオンライン環境
を整える経費に充てた。今まで対面で行ってき
た会議をオンラインで行うことで、感染症対策
につながった。

有
那覇市地域コミュニティ活動感染予防対
策事業補助金

国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金を活用したもの。地域活動の取り
組みを停滞させないために、新型コロナウイ
ルス感染症対策のために要する費用や、コロ
ナ禍において、顕在化された課題や新たな課
題解決に取り組む活動に要する費用に対し、
予算の範囲内で那覇市地域コミュニティ活動
感染予防対策事業補助金を交付する。

100千円 該当なし

沖縄県 宜野湾市 令和２年度 大山区自治会

助成金を活用し、大山区自治会との連携のもと
「コロナ禍におけるICT活用型自治会運営モデ
ル事業」を実施し、オンライン会議（Zoom）
を開催し、コロナ禍における地域課題の共有が
図った

有 宜野湾市市民提案事業
ICT活用型自治会運営モデル事業の展開に要
する経費を支援

448千円
沖縄地域公共政策研究会自治会コ
ミュニティー研究・支援チーム

沖縄県 豊見城市 令和3年度 48自治会

市の事業として、自治会のICT化を推進。
・各自治会のインターネット環境及び情報機器
等の整備（地域BWAを活用）
・情報機器やアプリケーションの使用方法に関
する研修

有 自治会ICT化応援事業
各自治会のインターネット環境及び情報機器
等の整備を行い、情報機器や使用方法の研修
を実施する。

12,666千円（予算額）

株式会社興洋電子（自治会用端末
購入）
ジャパンインテグレーション株式
会社（自治会地域BWA通信環境
整備委託業務）
リンクプラス株式会社（自治会
ICT化応援事業サポート委託業
務）

沖縄県 うるま市
令和元年度・
令和２年度

市内59自治会

市の補助金を活用し、デスクトップパソコンと
パソコンのセキュリティソフトを整備した。こ
れまで使用していたパソコンが古かったため、
業務の効率化につながった。

有 うるま市自治会事務効率化支援助成事業

うるま市及び各自治会との事務連系並びに自
治会事務の効率化を図るため、各自治会で使
用されるパソコン等の事務機を購入する経費
の補助を行う事業

【予算額】
・令和元年度　3,000千円
・令和２年度　2,975千円

なし

沖縄県 本部町 平成24年度 全行政区
イントラネット整備することで、メールやホー
ムページなどのデジタル化の活用につながる。

有 沖縄北部連携促進特別振興事業
町内の公共施設や全行政区にイントラネット
網や屋外放送施設などを整備した。

3,279,571千円 該当なし

「有」の場合、事業名　 事業概要
左記の事業による市区町村の

支出（単位：千円）
左記の事業に関与した

自治会以外の団体
都道府県名 市区町村名 実施年度 自治会名

デジタル化の概要
※具体的に記載 「無」又は「有」
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